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Q1: 上記ホームページに「本件の応募には、公募説明会の参加を必須としております。」とありま

す。研究者が 7/27 の公募説明会以降に本公募を把握した場合、応募はできないのでし

ょうか。 

A1:  原則公募説明会の参加を必須といたしております。 

 

Q2: 公募実施要領 p5 に「e-Rad を通じた応募手続きを完了しておくこと」とあります。e-Rad

公開中公募一覧には応募単位は研究者単位、機関の承認の要否は必要、とあります。し

かしながら e-Rad の公募詳細画面には「応募書類ファイル」しかリンクが無く、本公募のリ

ンクが張られていないので、公募内容を把握することができません。e-Rad の公募詳細画

面にリンクが張られる予定はありますでしょうか。 

A2: 申し訳ありません。現在手続きを進めておりまして、近日中に、e-Rad「公募詳細」における

「公募要領 URL」のところに、

「https://www.ncc.go.jp/jp/ri/division/molecular_modification_and_cancer

_biology/ncc_bridge/news/2023/0718.html」のリンクを掲載する予定です。【作業

完了済】 

 

Q3: 応募書 様式 16：公募参加の意思表示 につきまして、代表者氏名と印の欄がございま

すが、その名義についてお尋ねします。本学では規程により契約権限は総長代理人の事

務部門の長に委任されており、各種公募では、契約権限を有する代理人名義での提案を

行っておりますが、本公募についても契約権限を有する代理人名義での提案で差し支え

ないでしょうか。 

A3: 各応募法人の規程に基づき提案していただきたいと思いますので、「契約権限を有する代理

人名義での提案」で問題ありません。 

 

Q4: 応募書 様式 17：誓約書（反社会的勢力に該当しないこと）につきまして、国立大学

法人が応募する場合も提出は必要でしょうか。 

A4: 国立大学法人から提出される場合も、様式 17：誓約書（反社会的勢力に該当しないこと）

の提出は必須となります。 
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Q5: 応募書 様式 18：保険料納付に係る申立書 につきまして、国立大学法人が応募する

場合も提出は必要でしょうか。 

A5: 国立大学法人から提出される場合も、様式 18：保険料納付に係る申立書の提出は必須

となります。 

 

Q6: がんではない疾患についても、本事業の対象となりますでしょうか。本事業において、がん

以外の疾患は、がん疾患よりも優先度が下がるなどございますでしょうか。 

A6: 当事業実施主体は国立がん研究センターであること、また第 3 期 SIP「統合型ヘルスケアシス

テムの構築」との連携の中で、本 BRIDGE 事業はがんに関するデータベースの構築を期待され

ているため、特にテーマ（１）に関してはがんを対象とする（またがん症例を含む）研究開発

プロジェクトを優先的に採択する予定です。テーマ（２）に関しては、他の疾患で構築したプラ

ットフォームががん医療の質の向上に貢献できる可能性もあるため、ご提案された応募書の内

容を基に公平な審査を行う予定ですが、がん医療への応用に関する道筋も示していただきたい

と考えております。 

 

Q7: 成果物として、研究で作成したビッグデータのデータ自体を納入する義務がありますでしょう

か。 

A7: 原則本 BRIDGE 事業にご参加された法人が、不利益を被るような義務は一切設けない予

定です。一方で、本 BRIDGE 事業は第 3 期 SIP「統合型ヘルスケアシステムの構築」と密に

連携しながら、第 3 期 SIP 事業が目標としている、患者・医療者が共有する標準化情報基

盤の構築に貢献して参ります。その観点では、本 BRIDGE 事業及び第３期 SIP に参画する

他の機関との連携を前提に、データ提供先の要件に応じて、HL7FHIR、CDISC、SS-

MIX2(HL7V2)形式のデータを提供することも考慮していただければと思います。 

 

Q8: 研究実施体制に、大学院生、博士研究員や研修医など若手研究者を 5 名以上入れる必

要がありますか。 

A8: 医療 DX 人材の育成は、本 BRIDGE 事業における重要課題となっておりますので、積極的

な若手研究者の参加が望まれます。一方で、応募書を提出する段階においては、計画され

たプロジェクトの実現可能性を重要視しているため、研究実施体制に若手研究者を５名以

上入れることは必須としておりません。 

 

Q9: 記載する予算額は目安であり、BRIDGE 事業全体の評価から増減の可能性があると理

解しました。その意味では上限 3000 万円目安にあまりこだわらずに記載してもよいもの

なのでしょうか。 

A9: BRIDGE は今年度から開始された新しい内閣府の事業で前例が無いため、公募研究の応募

がどの程度あり、また応募書の質がどの程度であるかは実際公募期間終了後審査を始める



まで分からない状況です。一方で、本 BRIDGE 事業全体に与えられた予算を有効的に用い

て、研究目標を確実に達成しながら、本 BRIDGE事業を発展させ続けるという使命があるた

め、審査の段階で質の高い応募書と判断された場合は、優先的に予算を交付することも検

討しております（採択件数に関してもあくまでも予定です）。ただし、本 BRIDGE 事業が対

象としている研究分野の裾野を広げるという観点で、質の高い応募書が複数あった場合は採

択件数を増やすことも想定しているため、1000-3000 万円程度/年で R7 年度末（2026

年３月）までに現実的に達成できる目標を立て、応募書を作成していただければと思います。 

 

Q10: 期間は、令和 6 年 3 月 31 日（日）まで、かつ、最大令和 8 年 3 月 31 日（火）ま

で延長が可能、とあるが、研究費は初年度に一括交付され、期間のみ延長できると理解

してよいでしょうか。 

A10: 本 BRIDGE 事業は年度ごとに予算配分されるため、国立がん研究センターから実施機関

への研究費も毎年度の交付を予定しております。 

 

Q11: 理化学研究所は随意契約で参画されるとのことでした。理化学研究所のチームからの応

募は出来るのでしょうか？あるいは、理化学研究所のチームを共同研究機関に入れて応

募することが可能でしょうか。 

A11: 国立がん研究センターとしては、理化学研究所はすでに随意契約で本 BRIDGE 事業に参

加することを決めているため、理化学研究所のチームからの応募は想定しておりません。また、

理化学研究所のチームを共同研究機関として記載することは問題ありませんが、公募研究

として研究費を理化学研究所に交付することも想定しておりません。 

 

Q12: R5 年度は半年間の契約期間となるようですが、予算額は半額となるのでしょうか？ある

いは、R6 年度 R7 年度は倍額での予算建てとなるのでしょうか？記載する事業規模の

観点から質問でした。 

A12: 施策内容と予算の妥当性を評価され R5 年度予算が配分されています。国立がん研究セ

ンターとしては半年間の契約期間ということで予算額を半額にすることは考えておりません。こ

のため、R６年度及び R7 年度の予算額も内閣府に提出している研究開発等計画書の

年度ごとの予算額を想定しています。なお、R6 年度及び R7 年度の予算額に関しては、

毎年度、前年度の研究成果内容及び進捗状況について内閣府に設置する BRIDGE 評

価委員会の評価を経て確定することとなります。このため、我が国全体の研究予算の減少

や評価結果を踏まえて当該施策の予算額が減額されることも想定されます。その場合、国

立がん研究センターとしても、研究期間終了に向けて必要な研究費を削減していくことも想

定していただければと思います。 

 


